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直接税 と間接税の区別について
中 村 雄
Ⅰ
今日では,直接税と間接税の区別が問題とされる時には,いかなる租税体系
が望ましいかという問題との関連においてであることが多い｡その場令,問題
の明確な解答を得るためには,先ず直接税と間接税の概念についての解釈が明
かにされていなければ問題そのものが不明確となる｡ しかしながら,直接税と
間接税の区別,特にその分類基準は,それのみで独自に存在するものではなく
て,分類視点そのものが論者により,時代によって種々異った形で現われ,特
にその基準が論者の理想と考える租税体系との関連において予め価値判断を含
めたような特徴によって与えられる場合も屡々あるのである｡そのような場合
には,直接税と間接税,ないしは広 く租税体系の分類についての論者の見解を
明かにすることが同時にその論者の望ましいと考える租税制度を具体的に知る
ことにもなるのである｡
我国においては,井藤半弥博士の 『租税論』において,両税の区別に関する
諸学説の研究が比較的詳細に述べられているので今更改めて論ずべき新しい論
点は少いのであるが,ここでは,それ以後の一つの学説としてノイマルクを採
り上ヴ,他の学説との比較において若干の検討を試みようとするものである｡
Ⅰ
1
ノイマルク自身が繰返し述べているように,租税の分類を試みる仕事は労多
くして益なしという立場に対しては,一貫して批判的である｡ しかしその理由
1 F.Neumark:ZumProblemderKlassiakationderSteuerformen,in"Wirtschafts-
undFinanzproblemedeslnterventionsstaatesH,1961,SS･349-368･
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については一見した所では決して明確に示されているとは思われないのである｡
従って以下少し詳細にノイマルク自身の説明を聞くことにしよう｡
あらゆる税種が理論的に矛盾なく分類されるような一つの図式を画こうとす
る理論家は先ず最初に絶望感に襲われるが,このことが例えばレプケのように
最初から詳細な分類図式を断念させ,問題そのものに法外な重要性を与えず,
その分類法が極端に押し進められたために積み重なって来たすべての無理を避
けようとする結果になる｡ だがこのような諦めのよい態度はノイマルクによれ
ば確かに過度の悲観主義の現われであり,見方を変えれば様々な租税形態の内
部的および外部的諸関係の認識のために一つの体系的な分類構造が与え得る重
要な利益を断念することを意味している｡
この外にもなお,三百年以上もの歴史を回顧することができる税種の分類問
題を改めてとりあげようとする以下の試みには,別のもっと実際的な根拠があ
る｡ 無数の論文や教科書の中で吾々の問題の解明に活用されてきた偉大な叡知
にもかかわらず,一般にそうでなければならないと承認された解釈を確立させ
ることはできなかった｡それ故,若し新たに分類の労をとるとしても明かに同
じことになるであろう｡しかしそのことは少 くとも財政理論や財政政策のため
にある大まかな租税形態の分類が不可欠であるということを妨げるものではな
い｡そして実際にこのような分類は確かに殆んどの財政学や租税論の教科書に,
国家予算に,更に最近では国民所得計算やそれに基づく国民予算にも見出され
る｡これらの分類は大抵は量的にも質的にも不充分であるにすぎず,時として
は,直接税と間接税または同類の区別の意味についてある自明の概念から出発
することによって,その基礎となる分類基準すら明かにしないのである｡
様々な税種や税目の性質や関連についての言わば誤った見解から社会的生産
物の大きさや租税制度の改革の影響について間違った推論がひき出されようか
ら,若し租税形態の体系的な分類が科学的な好奇心を満足させるためのみなら
ず,同時に実際的すなわち財政政策的ないし統計的理由からも必要であるとす
るならば,それを唯究明せぬままにおくのではなくて租税分類問題が遂に各方
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面に受容されるような解答に導くまで繰返しその問題のために努力することが
事実上是認されてよかろう｡
勿論あらゆる分類法の場合と同様に租税形態の分類もまた合目的性の問題に
まで議論が及ぶことになる｡それは特に分類図式の広さと深さに関係があるが,
勿論その分類でもって本来求めようとしている目的とも関係がある｡ランペは
正当にも次のように述べている｡ ｢目的設定の相違が素材の様々な構造- 秩
2
法の構造を条件づける｡｣ 吾々が租税政策的構造,租税理論的構造,租税技術
的構造を区別することが出来るように,吾人はまた本来税法学的に整理された
分類や社会学的に整理された分類等々を行うことも出来る｡
若しそれぞれの分類が体系的な性格をもつことを要求したいならば,一定の
分類原理に基づかなければならないことは自明である｡その場合財政学者にと
っては租税の特徴に適しているような原理のみが問題となる｡
以上の理由から,ノイマルクは積極的に彼が最も適切と考える租税の分類表
を提示している｡その結論を先ず示せば次の如くである｡
ト 直 接 税
A.個人の支払能力を直接的に捕捉しようとする租税
1.一般所得税
a.所得そのものに対する租税
b.差別所得税 aa.永続的なもの bb.一時的ないし一回限りのもの
2.一般財産税
a.財産在高税 aa.定期的名目的なもの bb.一回限り実質的なもの
cc･ 周期的 ･実質的なもの
b.財産増加税 aa.定期的なもの bb.一回限りのもの cc. 周期的な
もの
3.-般支出税
B.即物的に発生する支払能力を直接的に捕捉しようとする租税
2A･Lampe:Steuergliederung,inHW6rterbuchderVolkswirtschaftH,4･AuA･,Bd･
ⅠⅠⅠ,S.494.
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1.収益税
a.総収益税
b.部分収益税 aa.地租 bb.家屋税
cc. 営業税 (α一般的なもの β特殊的なも
dd.資本収益税 (α一般的なもの β特殊的なも
ee.労働報酬税 (a-1般的なもの β特殊的なも
2.富我利得税
3.堵価税
4.耐久財および用役の所有ないし利用に対する租税
a.特定の消費に対する租税
aa.一体としての蒼惨的要素に対する租税
bb.個別奮移品に対する租税
b.生産的にも消費的にも使用可能な対象に対する租税
C. 家畜税
Ⅱ.間 接 税
A.個人の支払能力を間接的に捕捉しようとする租税
1.物的消費財に対する租税
a.内国消費税
b.関 税
2.非物質財に対する租税
a.運送税
b.娯楽税
3.臨時収入の機会を得ようとすることに対する租税
a.富畿税
b.保険税
C. 競走賭博税
B.即物的に発生する支払能力を間接的に捕捉しようとする租税
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1.一般取引高税
2.特定の対象の取引または権利移転に対する租税
a.不動産
b.動 産 aa.有価証券取引税 bb.法人登録税 cc.為替取引税
C. 支払取引 aa.手形税 bb.小切手税 cc. 受領証税
Ⅰ.A.には通常の所得税,財産税,戦時利得税,戦時財産増加税,綜合消費
税等が含まれる｡ これらの租税は,たとえ課税物件の大きさが同じであっても,
それぞれの納税主体の個人的事情を理由として租税支払能力に影響を与えるあ
らゆる契機を考慮することができる｡例えば,戸籍上の身分,子女の数,年令,
負債額とその利子,被相続人と相続人との続柄等である｡ その結果,課税技術
的には個人の租税支払能力を直接捕捉し得るようなこの種の租税の場合にのみ
累進税率の適用が意味充分に行われ得るということになる｡
これに対してⅠ.ち.に属する租税は,個人的な租税支払能力に影響を及ぼす
契機を考慮しないで,収益ないしは収益の発生する客体に租税が直接結びつく
ような収益税と,一定の客体の所有ないしは使用自体が租税支払能力の表現で
あると考えてその客体に直接課税されるような蒼移品所有税とが主要なもので
ある｡後者は通常比較的高価な耐久消費財を課税の対象とするのであるが,そ
の所有ないし使用が一定期間存続する限りその年々の租税債務も存在し続ける
という点が特徴的である｡ このような課税物件の所有ないし使用が客体的な租
税支払能力の表現であるという推定は,一般的に少くとも平均的な妥当性を要
求し得るけれども,問題の租税がその課税物件の所有者の個人的事情を原則と
して軽視するという事実は,租税政策としての支払能力原理に矛盾するような
実際上の差別課税を個々の課税において生ぜしめるという結果になる0
工.A.に属する租税については批判的に次のような説明が与えられている｡
所得総額というものが納税義務者の永続的な個人的な租税支払能力を最も正
確に且つ完全に表現するものではあるが,課税物件や課税標準としてはそれの
みが唯一のものであるとは考えられない｡その決定的な根拠は課税技術的 ･課
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税政策的なものである｡
過度に国庫に吸収される種類の所得もあれば,年々の所得ですら発見され得
ない人もあり,財政 ･社会政策的考慮から意識的に除外される人等その他様々
である｡ また所得そのものは抽象的な負担能力を表現するものにすぎないので
あって,具体的なすなわち課税のために現実に使用可能な表現と見倣されるの
は,その所得が私的な欲求充足の場においてもつ使用目的の要素に吾々が適当
3
な考慮を払う時にのみである,という見解 (ウムフェンバッ-)もある｡ 同様
のことをシェフレーも述べ,所得そのものには平均的な支払総能力の尺度のみ
が存し,実際の支払能力の個人差は所得使用の事実と結果において現われる,
4
と言っている｡ そこで,ノイマルクはこの種の見解の存在意義をある程度まで
認め,これを現実に補完し得るものとして人税的 ･累進的支出税(綜合消費税)
を考えようとしている｡ また所得水準と特定の財の消費との問にある対応関係
があるものと考えて,この種の財の購入から個人の租税支払能力を保証するよ
うなある所得水準の存在を結論しようとする｡ このことは,逆に必需品に対す
る課税を禁止するという主張にも通じることになる｡
消費財ないし用役に対する租税を,たとえ間接的にもせよ,納税者の個人的
支払能力に対する課税であると呼ぶことは若干奇異に感じられるであろう｡ 砂
糖消費税や煙草消費税は個々の納税義務者の経済的 ･社会的状態を全 く考慮せ
ずに課せられるという点で正に特徴的な阻税なのである｡ 自動車やピアノの購
入ないし所有は概してそのこと自体が一種の客観的な納税力の存在を暗示して
いるが,ビールや煙草の購入はこの関係について全く何事をも語らないものと
考えられる｡ この種の消費に関してはむしろ納税者の所得の大きさと晴好に応
じて自由に決定し得るような年間の総消費額が問題である｡
消費税の外に,若干の不規則的な収入の機会に対する租税もまた個人の支払
能力を間接的に課税しようとする租税に属するものと考えられている｡ この種
の租税は富強税,保険税,競走賭博税等である｡この種の租税も直接的には納
3 Ⅹ･Umpfenbach:LebrbuchderFinanzwissenschaft,Bd･Ⅰ,1859,S.118.
4 A.SchaLne.･DieSteuern,Bd･Ⅰ,1895,S･341ff.u･passim.
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税義務者の個人的な所得や財産の状態を全く考慮しない｡しかしこの種の目的
に対する所得の支出は,平均的には所得と一定の相関関係に立つものと考えら
れる｡ この場合にも,個々の支出単価が問題ではなくて,その年間支出総額に
ついて考えるならば,この種の支出が多いということはその個人の支払能力の
大きいことを物語っているものと解し得るというのである｡
Ⅱ.ち.に属する流通税の場合には,納税義務の根拠と税源および支払能力を
示す所得との問には,かなり遠い関係しかない｡従って課税可能な納税力の推
定は極めて複雑で不確かである｡それにも拘わらず,現存の租税制度の欠点を
なくすような合理的な租税制度を形成することができないために,この粗雑な,
大抵経済的に合目的でない,また社会的に不当な作用をおよぼす課税形態をな
お使用しなければならないのである｡
資本流通税の性質を認識するために,例えば,土地に課税する様々な可能性
を想起しよう｡ 第一の可能性は,その土地の純収益をある特定の個人の収入と
して取扱う方法である｡このような場合には,同じ個人に帰属する他の収入と
共に所得が計算され,それに対する租税のうちゼ土地の収益に相当する部分が
土地の所有者の個人的支払能力を反映するものと考えられる｡一第二は通常の財
産税の場合である｡第三は土地収益の所有者の個人的 ･社会経済的事情を考慮
せずに独立に土地収益に課税する場合である｡ 第四は,土地取得税によって代
表されるが如きものである｡ 第三の場合には,或程度まで土地収益それ自体が
支払能力を具体化しているものと考えられる｡ しかし第四の場合には,その根
拠づけが最も不確かである｡ それはいかなる程度に,またいかなる方法で取引
当事者の経済状態と即物的に発生する支払能力とが関係するかを明かにしない
からである｡
以上の考察の結果,分類法の見地からは,租税負担と租税支払能力との関係
が上に述べた四つの税目の順序に従って一般的にその深さを減ずるという事実
が重要である｡
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Ⅱ
このような分類試論を示したノイマルクはその分類基準についてどのような
考え方をもっているのであろうか｡
ブロイアーの租税分類は意識的に直接税と間接税とに分類することを過去の
ものとして排斥しているが,この点について井藤博士は ｢所得及び財産にたい
する租税というのは,だいたい直接税に近 く,財貨及び給付にたいする租税と
いうのは間接税に近いのである｡ブロイア-の新分類にも,その根抵に直接税,
5
間接税の旧分類が潜在しているのである｣と述べておられる｡ 同様にノイマル
クもこの点について次のように述べている｡
｢多数の最近の著者が租税を直接税と間接税に分類することを明示または黙示
に拒否しているという事実にも拘わらず,この区別は最も古い区別の一つであ
るのみならず,今日まで最も広く行われてきたものである｡その術語に結びつ
けられる意味は永い発展過程において幾度か変化し,今日ですらなお決して普
遍的に確定していないということは全くその通りである｡ しかし,吾々が不確
定な区別に任意に様々な意義を与え得るという事情は,私見によれば,その区
別を全く呪うに足るものではない｡その区別が今日もなお大抵の理論的 ･実際
的な租税の分類の基礎となっているという既に暗示した事実がこの種の故郷に
6
反対している｡｣
しかしノイマルクがこの区別を固執しようとする理由は決して実際上慣習的
に使用されているという点にあるのではない｡むしろ,古い分類基準を新しい
租税分類のために利用し得るよう両税目の本質的な対立にかかわらしめて科学
的に明かにすることができるという点にある｡ 然らば具体的にはどのような本
質的対立を認めようとしているのであろうか｡この点を明かにするために,先
ず従来の分類基準を彼がどのように評価しているかという点について考察して
おくことが必要である｡
5 井藤半弥 ｢租税論｣ 昭和32年9月 70京 ｡
6 F.Neumark:a.a.0.,S.351.
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ノイマルクによると,財政学的租税の分類の最も一般的な包括的な分類の基
礎として,明かに一つの基準が選定されなければならない｡それは一方では租
税の財政経済的混性に適合し他方では全体的分類を許すようなものでなければ
ならない｡それ故,転嫁可能性という純経済的な特徴から出発する分類のみな
らず,査定技術や徴税技術という租税技術的な契機を,または最近屡々通例の
如き課税物件の経済的性質,経済的地位を目標とするような分類もまた禁じら
れる｡
先ず,租税の転嫁可能性を基準とすることに対する批判は,その基準自身が
現実的には勿論のこと立法者の意思を通じて推定する方法による場合にも不確
定性を免れることができないという点が重要な根拠となっている｡特に立法者
の意思に拠ることは今日でも比較的多く行われているのであるが,この点につ
いてはその根拠があいまいであるとして次のように述べている｡ ｢立法者の意
思が多くの場合成文法に明確にうたわれていないし,また明確に表現されてい
る場合にも,例えば取引高税や資本収益税の如く,誤った考慮,特に現実の転
7
嫁可能性の偽った評価に基づくこともある｣と｡
第二に徴税技術による分類に対する批判としては次のような説明が与えられ
ている｡
｢最も歴史的に古い区別は租税の査定や徴税の技術のやり方を基礎にしたもの
である｡これに従うと,直接税は租税台帳に基づいて賦課徴収されるような租
税であり,逆に租税台帳が用いられない場合には間接税となる｡屡々この形式
的 ･行政的見地は,租税台帳の使用は確定した予想可能な納税義務の根拠の存
在を前提し,また間接税の場合には,納税義務の根拠が経過的で多少とも偶然
的な性質をもち,租税債務の発生が正確には予見し得ず,従って台帳の使用が
不可能であるという説明によって補足される｡極めて古くから諸国に且られ,
特に十八世紀の末よりフランスから普及してきたこの解釈は最近まで その同調
者が存在した｡その意味するところを生かして,台帳税と関税ないし機会税と
7F.Neumark:a.a.0.,S.353.
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呼ばれ,また英国に所得税が導入される以前に行われた賦課税と消費税の対置
もこの種のものである｡
どの術語を用いるにせよ,ここで問題となっている本質的には法律技術的な
特徴に基づく区別は,充分な考察の契機を与えるものである｡ 私はこの区別が
課税の基礎にある経済的事実の殆んどすべての考慮を見失わせ,更に上に述べ
た理解に従って間接税に算えられるべき多くの租税の場合にも今日課税台帳の
使用を行っているから,疑問と異議を唱えるきっかけとなる,ということだけ
を述べておきたい｡この後者の欠点は実際徴税方法の直接性または間接性に基
づく区別に附ずいするものではなくて,単に行政上の区別にすぎず,賃銀税や
資本収益税等が源泉徴収方式の適用のもとで,間接税と見倣されなければなら
ないという経済的に根拠のない結果に導くのである｡それは全く外面的技術的
根拠からそうでなければならないだけで,然らずんば直接税に属すであろうも
8
のなのである｣と｡
これに対して最近では,直接税と間接税の区別にさいして,租税支払能力の
表現形態から出発する点で共通性をもつ見解が重要性をもってきた｡
この種の分類形式の第一のものは,直接税の納税義務の基礎を永続性のある
支払能力を表現するものに,また間接税のそれを一時的にのみ支払能力を表現
するものに求めようとしている｡第二の分類は,支払能力の直接的な表現形態
か間接的なそれか,いずれに課税するかによって区別している｡第三の区別は,
課税物件と税源との間の直接性,間接性に基礎をおくものである｡ この区別は
既に分類表との関連において述べたようにノイマルクの解釈に近いものである｡
この立場の論者は税源は所得であるという事実から出発する｡そして租税が直
接所得そのものや所得の源泉としての財産や収入の源泉としての事業に課せら
れるかどうかに応じて租税を区別する｡以上の解釈に共通するものは,租税の
分類基準として課税物件と租税支払能力との間の関連の仕方についてどれを選
択しようとしているかという点である｡しかし,支払能力のあり方や表現に関
8 F.Neumark:a.a.0.,SS.352-3.
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して存在する分類視点からみて極めて重要な差別がはっきりと区別されないと
いう欠点に苦しんでいる｡ その上この本来経済的な事実は支払能力に対する租
税の賦課方式の財政的側面によって補完されねばならない｡
然らば,ノイマルクによる分類の特徴はいかなる点に求めればよいのであろ
うか｡
既に述べたように,ブロイアーの分類は直接税,間接税の区別に重点を置か
ないで,むしろ私見によれば人税的要素をもつものと物税的要素をもつものと
によって基本的には区別してゆこうとする立場がうかがわれる｡この立場は,
直接税と間接税の作用が納税者の租税支払能力と租税負担との関係についてか
なり異った影響をおよぼすという見地と同様に,租税負担の公平という問題と
の関連においても重要な意味をもつものと考えられる｡ これに対して,ノイマ
ルクの分類は,比較的にはまたは一般的に認められる傾向としては租税の負担
が納税者個人に留まる可能性の強いものが直接税であるということである｡し
かし逆に転嫁可能性の認められ易い租税ばかりから間接税が成立っているとは
言えないということである｡また間接税は通常の意味での物税から成立ってい
るが,直接税は人税ばかりではない｡この意味において,従来のいずれの分類
基準とも異った性格を担っていることは明かである｡特に最も大きなブロイア
-との相違は,いわゆる直接消費税を間接消費税と峻別しようとする態度であ
る｡ ブロイアーは消費税ないし支出税を同じ範境にまとめて形式的分類を尊重
しているのに対して,ノイマルクは財政経済学的に重要な視点,すなわち租税
支払能力と租税負担との遠近という点に焦点を合わせて,同じ支出税であって
も,一般支出税 (綜合消費税),直接消費税 (蒼移品所有税),間接消費税を実質
的に区別しようとしている｡しかしながら私見によれば,例えば蒼移的耐久消
費財について物品税として課税するか,所有税ないし使用税として課税するか
は,すぐれて課税物件のその社会における利用情況との関係に照らして考えら
れる税務行政上の適当性に基づくものであって,決して納税者の租税支払能力
との関係に即応して直接性と間接性の区別が行なわれるものとは考えられない｡
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この意味において,ノイマルクの分類基準も実際には決して一元的な原理に基
づ くものとして評価することはできないのであり,彼が排斥した他の分類基準
を同時に考慮するのでなければ,具体的な租税を彼の分類図式のどの場所に位
置づけるかば決定し得ないように思われる｡
租税の分類は,結局においてその社会において支配的ないくつかの租税の特
質を明別するための役割以上のものをもっていない｡従って比較的重要性の少
い租税をもすべて包括して一元的に分類することができなくても,その分類は
一応の意味をもっていると考えなければならない｡しかし逆にその分類表の或
場所に便宜的に位置づけられていることを忘れて,その租税が常にその分類基
準として与えられたような意味を担っていると信じこむことは極めて危険であ
ると言わなければならない｡厳密に言えば,どの租税もその時々の具体的な経●
済的社会的諸条件に従って租税の帰着や効果について変質せしめられる可能性
をもつものであると考えても過言ではないように思われる｡ このような租税分
類の相対性を如実に示すために,今日では直接税と間接税の区別の基準として
存在か生起かを問うことは殆んど見当はずれであるが,ホフマンの時代にはい
かなる意味でそれが重要であったかを最後に考察丸ノておきたいと思う｡
Ⅳ
直接税と間接税の区別を租税転嫁の有無によって区別することは極めて困難
であるということは,つとにホフマンが当時の現実の租税について具休的に説
9
明を与えながら明かにしているところである｡ 彼が例示している租税について
特に吾々の注意を惹く点は,転嫁の有無を決定する要素が今日吾々が理解して
いるような課税物件の生活必要度の強弱とか市場形態のあり方とかではなくて,
同じ租税が最終消費者に対して課せられるか,生産者または商人に対して課せ
られるかという点に求められているということである｡ 従ってこのような場合
には,現実の転嫁の有無の不確実性を立法者の意思を尊重してそのいずれかに
9 J･G･Hoffmann:NachlasskleinerSchriftenstaatswirthschaftlichenlnhalts,1847,
SS.461-71.
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決定しようとする今日通常の解釈によっても救い難いことになる｡ その理由は,
同じ一つの租税について現実的にも立法者の意思においてもまた一般的傾向と
しても転嫁可能な場合と転嫁不可能な場合とが明かに生じ,それが課税方法そ
のものから必然的に結果するからである｡
この点との関連において,先ずホフマン自身の説明を聞くことにしよう｡
語原学によると,直接税とはその租税を支払う人が同時に担税者でもあるよ
うな租税であり,間接税とはその租税を支払う人が白から負担しないで立替払
いをするにすぎず,他人に返してもらうような租税である｡元来,これらの概
念は実際に直接的とか間接的とかいう語で表現されることが望ましい｡しかし
それら租税の性質についてより充分な反省をすると直ちに次のことがわかる｡
即ち,･誰が一体ある与えられた租税を負担するのかを一般的に述べることは殆
んど大抵の場合において全 く不可能であろう,ということである｡
例えば,製粉税の場合のように,家庭用の小麦粉の場合には恐らく家長自身
が負担するであろうし,パン屋の場合にはパンの価格に含めて補償されるとい
うことになるであろう｡ 事態がその通りであるとするならば,同じ製粉税が一
部分の納税義務者に対しては直接税であり,他の納税義務者に対 しては間接税
であるということになる｡しかし,そのような場合,より高い生活費を支払わ
なければならない家長は彼のサービスをもより高く評価するに違いない｡而し
て彼は彼が支払わなければならない租税を,彼の地位に応じて必要な他のすべ
ての支出と同様に,彼の顧客や雇人によって慣わせようと試みる｡このような
ことが彼にとって可能かどうか,またどの程度まで可能かということは,殆ん
ど確実にはわからないであろう｡ だが,課税による生計費の高騰が労働者の賃
銀の高騰をも必ず結果するということはいずれにしても否定し得ないことであ
る｡ 他方,パンの価格のかなりの騰貴はより少量のパンが消費されるという誘
因を与えよう｡ それ故パン屋は製粉税の高課税によって将来の消費を断念させ
ないような価格を保持するためにはそうでない場合よりもより低い利潤率で満
足しなければならないであろう｡利潤率の低下であろうと消費の減少によろう
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といずれにせよパン屋の利潤は減少するであろう｡しかし,前提によれば彼は
全額補償されることになっているその租税のいくらを白から負担することにな
るかを確定的に知ることは依然として不可能であろう｡ 従って,若し直接税と
か間接税とかいう名称が納税者が同時に担税者でもあるその範囲だけを示すた
めに用いられるものだとするならば,租税を直接税と間接税に区別することは
全 く無益な努力であろう｡
以上のホフマンの説明では,今日吾々が理解する意味での租税の帰着と効果
との区別が明確には意識されていない｡彼の説明の中で少 くとも帰着に関係あ
る部分についてさえ,自家消費の場合と原料として消費される場合とでは製粉
税の帰着は納税義務者の異るに応じて直接的であったり間接的であったりする
ことになる｡ この種の租税がすべての納税義務者に対して共通の意味をもって
いる点は,それが小麦粉の消費に対して課税しようとするものではなくて,小
麦粉に製粉しようとする行為そのものに対して課税するものであるという点で
ある｡このような点に着目して,ホフマンはより明確な租税の分類は存在に対
する課税と行為に対する課税とであると考え,この点を次のように説明してい
る｡
租税は,他の全く異った特徴によって,或種の租税がいずれに属するかにつ
いて全 く疑いをさしはさみ得ないような明確に区別される二つの種類に分たれ
る｡ 実際このような区分がなされねばならないということは何等の証明をも必
要としない｡というのは,その区分は租税の性質によって白のずから行なわれ
るからである｡その区分に直接的,間接的という名称が適用される｡その理由
はその名称がかつて存在していたということである｡唯しかしながら,その名
称はその最初の規定に従う意味をこの適用においては全く失っているのである｡
課税は存在するものか生起するものかのいずれかについてなされる｡課税の対
象は前者の場合には現に存在する何ものか,すなわち,物件,人,権利権能で
あり,後者の場合には,生起するもの,すなわち,行為である｡ 前者が直接税
であり,後者は間接税である｡土地,人間,営業権は存在し,それらは土地に
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対する租税,人に対する租税,営業に対する租税によって直接的に課税される｡
輸入,輸出,仲継貿易は行なわれ,ビールや酢は醸造され,火酒は蒸溜され,
穀物は製粉され,家畜は屠殺される｡ これらの行為は関税,醸造税,製粉税,
屠殺税によって間接的に課税される｡
このような課税対象の本質的区別は租税の徴収にさいして本質的に異った方
法を要求する｡ 現存の課税し得る対象の台帳が作成されそれぞれについて現行
の租税法に従っていかほど支払うべきであるかが確認される｡ かくして徴税台
帳,すなわち租税収入となるべきものの一覧表が出来上る｡ それに従って租税
は徴収される｡ 租税が産みだす筈である額と各納税義務者がそのうちいくらを
負担するかが予めわかる｡国家経済学的根拠から支払いが免除されるか,また
は支払いがなされ得べき所得が全く存在しないか,の限りにおいてのみ納税義
務者から除外される｡
間接税の徴収に際しては,対象の性質に応じて全く異った方法が行なわれる｡
税務当局は課税し得る行為を強制する権利を有していない｡むしろ誰かがその
種の行為を企てるのを待たねばならない｡その時はじめてそのことによってそ
の行為に対して課せられる租税を彼から要求する権利が生ずる｡それ故,その
租税によっていかほどの税収があるか,特定の個人がそのうちいかほど支払う
べきかを示す租税台帳は存在しない｡勿論予測による見込税収額が予め推定さ
れるので歳入予算の基礎として役立つが,この見込税収額が現実に財政収入と
なることについては,税務当局も納税義務をもつ国民も責任を負うものではな
い｡税務当局はその租税が支払われるまでは被課税行為が行なわれることを妨
げる権利を有している｡ またその租税の支払猶予が認められるならば,少 くと
もその支払いの保証が与えられるよう要求し得る｡
若し税務当局が課税物件そのものの存在についての認識を失わせられたり,
税率の高さを決定するような課税物件の特徴の存在について認識できなかった
りするならば直接税は,違法に回避される｡ それ故,その存在や特徴が容易に
隠蔽されないような対象のみを直接課税することが合目的である｡
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間接税は,若し課税し得る行為がそもそも行なわれるかどうか,どの程度に
行なわれるかが税務当局に隠されるならば,違法に回避される｡英国政府は煉
瓦製造工業会社からある租税を徴収している｡少量の煉瓦を販売のために製造
することは不得策である｡煉瓦製造が利益になるには非常に目立った設備を必
要とするし,着色,乾燥,焼入れ,冷却には極めて長時間を要する｡従って乾
燥や焼入れ中の煉瓦の数を評量することは非常に容易である｡ 石造の建築を奨
励しようとする大なる誘因をもつ国々においては,煉瓦製造を非課税にするこ
とは合目的である｡
これに対して,毎日各家庭で小規模に行なわれる行為を課税対象とすること
は不運な思いつきであろう｡ それはいかに努力しても不充分さを免れない監督
を前提条件とするであろうから｡
存在するものにあっては幾分か永続的なものであるし,生起するものにあっ
ては幾分か経過的なものであるから,直接税はその限りにおいて間接税よりも
徴収が容易である｡前者は課税物件に対する不断の注意を必要としないのに対
して,後者は短期日,しばしば数時間にすら課税行為の証拠が消滅してゆくか
ら絶えざる注意が必要である｡ 例えば密輸業者の場合がそれである｡
直接税の場合には,政府は各納税者がいつどれほど納税すべきかを決定する
ことを引受ける｡ 納税額と納期を出来るだけ容易なように規定しようとどんな
に努力しても,一般的な規定によって各個人の諸事情をすべて考慮に入れて満
足せしめることは不可能である｡このため直接税は立法者の意思に反して,租
税実務に対する多数の不平が一般に証明しているように,極めて重圧的となる
ことも稀ではない｡間接税の場合には,政府はどの種の行為が課税対象となる
か,どのような標準に従って課税されるか,を規定するにすぎない｡そしてそ
の行為をいっ,いかなる程度に行なうかは納税義務者の自由である｡その場合,
一定の範囲内で,納税額と納期を各個人の事情に適合させる可能性が残されて
いる｡若し人が自分のためになるか,または利益を期待する場合にのみ自分の
好みで行なうような行為にのみ間接税の対象が制限されればされるほど直接税
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よりも益々す ぐれていることになる｡
これに対して,所有に係わる租税を直接税,消費に係わる租税を間接税と名
づける仕方で租税を分類することは,どんなにうまく行なわれても,実際的に
全 く無益であるのみならず,それを行なうことすらが非常に危険である｡
例えば,特に貧しい国においては,穀粒を挽いて粉にする行為に係わる租税
と穀物を生活のために使用することに係わる租税との問には大きな相違がある｡
前者の場合には公私の水車またはその他の動力製粉場を監督することで差し当
り充分である｡手按の製粉を全 く禁ずるか免税にするかはその国民の文化水準
と国庫の必要に応 じて決定すべきであろう｡ しかし穀粉の消費に課税しようと
するような場合には,木目でつぶしたり,水でふくらませたりする方法を禁止
し,あらゆる可能な税務監督の限りをつくさねばならないからである｡
要するに,ホフマンの区別は納税主体に対する直接性,間接性の区別でもな
く,税源に対する直接性間接性の区別でもなくて全く便宜的にその名を借りた
という体のものである｡強いて区別の存在を指摘し得るとするならば,彼が徴
税方法の相違について述べていることから考えて,税務当局が予め課税物件を
直接具体的に把握し得る場合が直接税,課税物件の指定を間接抽象的にのみ行
ないそれが具体的に課税物件として現われるまでは受動的に待たなければなら
ない場合が間接税であるということである｡このことから技術的には台帳税が
直接税であるという説明にもなっている｡しかしこの種の区別も当時存在した
税種の社会的意義についての上述の若干の説明によって補足される時にのみ或
程度理解することができるものである｡
